
近税６第 1 4 0 9 号 

（業対第 2 3 3 号） 

令和６年 12 月 12 日 

      

 

近 畿 税 理 士 会 

業務対策部長 阪  広 久 

 

税理士法第 33条の２の添付書面に係るチェックシート〔相続税〕 

（令和６年分以降用）の活用方周知について（依頼） 

 

時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

平素は、支部運営並びに本会会務運営に格別のご尽力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、本会では、「税理士法第 33条の２の添付書面に係るチェックシート〔相続税〕」に

ついて、大阪国税局と協議を行い、別紙のとおり同チェックシート（令和６年分以降用）

を作成しました。 

同チェックシートの本様式（別紙１）及び記載例（別紙２）については、会員専用ホー

ムページに掲載いたしますので、支部におかれましては支部会員に活用方周知いただきま

すようお願いいたします。 

なお、本件については、本会会員専用ホームページの「お知らせ」にも掲載しておりま

す。 

記 

 

・別紙１ 「税理士法第33条の２の添付書面に係るチェックシート〔相続税〕」様式 

・別紙２ 「税理士法第33条の２の添付書面に係るチェックシート〔相続税〕」記載例 

・別紙３ 「税理士法第33条の２の添付書面に係るチェックシート〔相続税〕」変更箇所 

 

以上 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和6年12月12日
会員各位
　　　　　　　　　　　　　　近畿税理士会　和歌山支部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　支部長　坂本忠進
 
 　下記のとおり、本会より周知依頼がございましたので
　よろしくお願いいたします。 
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 このチェックシートは、相続税の申告書に添付する税理士法第33条の２の規定に基づく書面の作成に当たって、申告書を

　各項目の「確認事項」欄の内容について確認し、「該当」欄にチェックするとともに、その項目について内容の確認を

① 法定相続人について確認しました
か。

●

② 相続人に未成年者や障害者がいるか
確認しましたか。

◇

① 遺産分割協議書の有無を確認しまし
たか。

○

② 遺言書の有無を確認しましたか。 ○

① 未登記不動産の有無を確認しました
か。

② 共有不動産の有無を確認しました
か。

③ 先代名義の不動産の有無を確認しま
したか。

④ 他の市区町村に所在する不動産の有
無を確認しましたか。

⑤ 他人の土地の上に存する建物（借地
権）や他人の農地の小作（耕作権）
の有無を確認しましたか。

◇

⑥ 面積について、実測図など登記簿謄
本以外の書類についても確認しまし
たか。

◇

① 名義は異なるが、被相続人に帰属す
るものがないか確認しましたか（無
記名の有価証券も含みます。）。

◇

② 株式の割当てを受ける権利、配当期
待権、増資による端株等を確認しま
したか。

◇

① 相続の開始直前に、被相続人の預貯
金口座等から出金された現金等の有
無を確認し、相続開始日の現金残高
を手元現金に含め計上しています
か。

②

③ 名義（子、孫、養子等）は異なる
が、被相続人に帰属する預貯金等の
有無を確認しましたか。

④ 既経過利息の計算は行っています
か。

⑤ ネット口座の有無を確認しました
か。

○ 決算書等から、事業用財産、電話加
入権、農業用財産等の有無を確認し
ましたか。

◇

○ 家庭用財産を確認しましたか。

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

税理士法第33条の２の添付書面に係るチェックシート〔相続税〕

  このチェックシートは、相続税の申告書に添付する税理士法第33条の２の規定に基づく書面の作成に当たって、申告書を作
成する上での確認事項を補足的にまとめたものです。
　記載に当たっては、各項目の「確認事項」欄の内容をご確認の上、チェックを行っていただくとともに、必要に応じて「確
認状況等」欄の記載をお願いします。
　なお、チェックシートに記載の確認書類は、あくまで一例ですので、記載の書類以外の書類で確認した場合は、「確認状況
等」欄に適宜記載していただきますようお願いします。
（注）・　法定添付書類は確認書類欄に「●」、提出をお願いする書類は確認書類欄に「○」を表示しています。

・ 確認書類欄において、「◇」で表示している書類は、添付の必要はございませんが、当該書類を添付することで、申告書作成
の過程が明らかとなり、提出した方がよいと判断した場合は、当該確認書類の提出をお願いいたします。

（令和６年分以降用）

相 続 財 産
の 分 割 等

遺産分割協議書及び各
相続人の印鑑証明書 □

Yes□
 No□

家庭裁判所の検認を受
けた遺言書や公正証書
遺言

□
Yes□
 No□

相 続 人 等

戸籍の謄本、図形式の
法定相続情報一覧図の
写し等

□
Yes□
 No□

特別代理人選任の審判
の証明書、身体障害者
手帳等

□
Yes□
 No□

証券、通帳又はその預
り証 □

Yes□
 No□

評価明細書、配当金支
払調書等 □

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

土地の賃貸借契約書、
小作に付されている旨
の農業委員会の証明書

□
Yes□
 No□

実測図、森林施業図
固定資産評価証明書等 □

Yes□
 No□

事 業 用
財 産

資産・負債の残高表
（青色決算書又は収支
内訳書(控)）

□
Yes□
 No□

家 庭 用
財 産

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

現　金・
預貯金等

◇ 預貯金等の残高証明
書、預貯金通帳等
⇒（相続開始前 年分確
認）

□
Yes□
 No□

預貯金や現金などの増減について、
相続開始前における入出金を確認し
ましたか。

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

相

続

財

産

不 動 産

□
Yes□
 No□

◇ 所有不動産を証明する
もの
（固定資産評価証明
書、登記事項証明書
等）

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

有価証券
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① 生命保険金及び生命保険契約に関す
る権利がないか確認しましたか。

◇

② 被相続人が保険料を負担している、
家族名義の生命保険契約がないか確
認しましたか。

○ ◇

◇

○ 立木がある場合、樹種・樹齢を確認
しましたか。

◇

① 未収金（給与、地代、家賃、配当
等）の有無を確認しましたか。

◇

② 未収金でないもの（葬祭給付金、未
払年金等）を含めていないか確認し
ましたか。

③ 親族や同族法人等に対する貸付金、
前払金、立替金等の有無を確認しま
したか。

◇

④ 庭園設備、自動車、船舶等の有無を
確認しましたか。

◇

⑤ ゴルフ会員権、貴金属、書画、骨と
う等の有無を確認しましたか。

⑥ 暗号資産等のデジタル資産の有無を
確認しましたか。

⑦ 特許権、著作権、営業権、電話加入
権等の有無を確認しましたか。

○

⑧ 所得税の確定申告や準確定申告の還
付金の有無を確認しましたか。

◇

⑨ 国外の預貯金や不動産等の有無を確
認しましたか。

◇

◇

○ 被相続人から相続時精算課税に係る
贈与によって取得した財産（相続時
精算課税適用財産）の有無を確認し
ましたか。

◇

① 相続開始前３年以内に暦年課税に係
る贈与を受けた財産の有無を確認し
ましたか（贈与税の基礎控除額以下
のものを含みます。)。

◇

② 「教育資金」又は「結婚・子育て資
金」の一括贈与を受けた場合の贈与
税の非課税の特例の適用に係る管理
残額の有無を確認しましたか。

◇

① 借入金等の有無を確認しましたか
（連帯債務を含む。）。

② 未納の税金等の有無を確認しました
か。

③ 預り保証金（敷金）等の有無を確認
しましたか。

◇

④ 被相続人の住宅ローンのうち、団体
信用生命保険に加入していたことに
より返済する必要のなくなった金額
がないか確認しましたか。また、あ
る場合に債務として控除していませ
んか。

◇

⑤ 相続放棄した相続人が引き継いだ債
務はありませんか。また、ある場合
に債務として控除していませんか。

◇

⑥ 法会や香典返しに要した費用、墓石
や仏壇の購入費用が葬式費用に含ま
れていないか確認しましたか。

◇

確認状況等

□
Yes□
 No□

退 職
手 当 金

等

退職手当金、功労金及び弔慰金等、
退職手当金等に該当するものの有無
を確認しましたか。

退職金の支払通知書、
取締役会議事録等

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ)

□
Yes□
 No□小規模企業共済の支払

通知書 □

立 木
立木証明書、森林経営
計画書、組合等の精通
者意見など

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

その他
の財産

賃貸借契約書、預貯金
通帳、配当金支払通知
書等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

借用証、法人税確定申
告書(控)等 □

Yes□
 No□

評価額の分かる書類
（最近取得している場
合は、取得価額の分か
る書類）

預貯金通帳、不動産売
買契約書等 □ Yes□

 No□
国外財産調書(控） □

評価明細書等
□

Yes□
 No□

所 得 税 確 定 申 告 書
(控)、預貯金通帳等 □

Yes□
 No□

生 前 贈 与
財 産 の
相続財産へ
の 加 算

贈与税申告書(控)、贈
与契約書等

□
Yes□
 No□

金融機関等の営業所等
で確認した管理残額の
分かるもの □

Yes□
 No□

Yes□
 No□

相 続 時 精
算 課 税 適
用 財 産

贈与税申告書(控)、相
続時精算課税選択届出
書 □

Yes□
 No□

⑩ 損害保険契約に関する権利の有無を
確認しましたか。

◇ 契約書
□

相

続

財

産

生 命
保 険 金

保険証券、支払保険料
計算書等 □

Yes□
 No□

領収書等
□

Yes□
 No□

住宅ローンの設定契約
書等

□
Yes□
 No□

相続権利放棄申述の証
明書 □

Yes□
 No□

債 務 ・
葬 式 費 用

◇ 借用書、請求書、金銭
消費貸借契約書、納付
書、納税通知書等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

賃貸借契約書
□

Yes□
 No□
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① 土地の評価に当たって、評価単位が
適切かどうか、現地確認を行い、利
用状況を確認しましたか。

◇

② 実際の面積での評価を確認しました
か。

○

③ 正面路線が適切に判定されているか
確認しましたか（２以上の路線に接
している場合等。）。

◇

④ 地区区分が適切か確認しましたか。 　

⑤ 画地調整率の適用に誤りがないか確
認しましたか。

　

⑥ 正面路線以外の路線が宅地の一部に
接している場合、側方又は二方路線
影響加算額を調整の上、加算しなけ
ればならないことを確認しました
か。

⑦ 不整形地については評価通達20に示
されている４つの方法のうち、最も
合理的な方法を選択しましたか。

○

⑧ 地積規模の大きな宅地の評価につい
て要件を満たしているか確認しまし
たか。

◇

⑨ 借地権の有無を確認しましたか（建
物のみを計上していませんか。）。

◇

⑩ 配偶者居住権が設定されている場
合、配偶者居住権及びその敷地利用
権の計上漏れはありませんか。

◇

⑪ 「居住用の区分所有財産」（いわゆ
る分譲マンション）に該当する場
合、区分所有補正率による補正の有
無を確認しましたか。

◇
○

⑫ 同族法人等に対して貸し付けている
土地等のうち、無償返還に関する届
出書を提出している土地等がある場
合、控除する割合が適切であるかを
確認しましたか。

◇

⑬ 貸家の中に、空家となっているもの
（一時的に空家となっているものを
除きます。）の有無を確認しました
か。

◇

⑭ 貸家建付地として評価している場
合、対応する建物（貸家）の借家権
割合が適切であるか確認しました
か。

◇

⑮ 貸付地は、地上権又は借地借家法に
規定する借地権の目的物であること
を確認しましたか（使用貸借の場合
には自用地評価となります。）。

◇

⑯ 倍率地域の宅地比準の計算におい
て、近傍宅地の１㎡当たりの固定資
産税評価額を確認し評価しました
か。

◇

⑰ 市街地周辺農地について、20％の評
価減をしましたか。

○

⑱ 未登記物件、増改築等については、
現地で確認しましたか。

◇

① 評価方式について、会社の規模及び
株主の態様を確認しましたか。

○

② 特定の評価会社の判定に誤りがない
ことを確認しましたか。 ◇

③ 比準要素０の会社であるにもかかわ
らず、類似業種比準価額方式により
評価していませんか。

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

評
　
　
　
価

不動産

共

通

項

目

土地の利用状況が確認
できるもの □

Yes□
 No□

実測図等
□

Yes□
 No□

　
□

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

路線価図
□

Yes□
 No□

　
□

Yes□
 No□

実測図等
□

Yes□
 No□

個

　
別

　
項

　
目

路線価図、都市計画
図、登記事項証明書等 □

Yes□
 No□

登記事項証明書、土地
賃貸借契約書 □

Yes□
 No□

土地の無償返還に関す
る届出書(控)

□
Yes□
 No□

不動産賃貸契約書

□
Yes□
 No□

登記事項証明書、遺言
書又は遺産分割協議書 □

Yes□
 No□

登記事項証明書
居住用の区分所有財産
の評価に係る区分所有
補正率の計算明細書

□
Yes□
 No□

固定資産評価証明書

□
Yes□
 No□

市街地農地等の評価明
細書 □

Yes□
 No□

固定資産評価証明書、
不動産賃貸契約書

□
Yes□
 No□

土地の賃貸借契約書、
住宅地図等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

固定資産評価証明書、
増改築の請負契約書 □

Yes□
 No□

非上場
株 　式

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

法人税確定申告書(控)
及び決算書等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□
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④ 類似業種比準方式の場合、直前期末
の比準数値で評価しましたか。

○

⑤ 類似業種の業種目の区分を確認しま
したか（複数の業種目に係る取引金
額がある場合、直前期の取引金額の
内訳を確認していますか。）。

◇

⑥ 類似業種の株価等は、相続開始年分
の「類似業種比準価額計算上の業種
目及び業種目別株価」で確認しまし
たか。

⑦ 医療法人の出資の評価において、類
似業種比準価額の算式に誤りがない
か確認しましたか。

⑧ 各資産・負債の相続税評価額への評
価替えに誤りがないか確認しました
か。

⑨ 無償返還届を提出している土地な
ど、法人資産として計上されていな
い借地権がないかを確認しました
か。

◇

⑩ 法人が課税時期前３年以内に取得し
た土地、建物等について、課税時期
の通常の取引価額で評価しています
か。

○

⑪ 繰延資産のうち財産的価値のないも
のを資産計上していないか確認しま
したか。

◇

⑫ 法人の生命保険金請求権がある場
合、資産計上されているか確認しま
したか（保険差益に課せられる法人
税額を負債計上していますか。）。

⑬ 相続開始日における仮決算の内容を
基に評価している場合、当該仮決算
に基づき法人税の申告書を作成する
などして法人税額を算定しています
か。

○

⑭ 準備金、引当金（平成14年改正法人
税法附則第８条第２項及び第３項適
用後の退職給与引当金を除きま
す。）を負債計上していないか確認
しましたか。

○

⑮ 死亡退職金や未納公租公課を負債計
上しているか確認しましたか。

◇

① 課税時期の終値及び３ヶ月の終値の
月平均額との低い価額を選択してい
ますか。

○

② 利付債、割引債を額面で評価してい
ないか確認しましたか。

○ 相続又は遺贈（包括遺贈及び被相続
人からの相続人に対する遺贈に限り
ます。）により取得した場合、15％
の評価減をしていますか。

○

① 特定事業用宅地等の適用を受ける場
合に必要な書類を添付しています
か。
※　特定事業用宅地等が平成31年４
  月１日以後に新たに被相続人等の
  事業の用に供されたものであると
  きに限ります。

●

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ)

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

土地の賃貸借契約書、
土地の無償返還に関す
る届出書(控) □

Yes□
 No□

確認状況等

評
　
　
　
価

非上場
株　 式

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

法人税確定申告書(控)
及び決算書等、類似業
種比準価額計算上の業
種目及び業種目別株価

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

仮決算に基づく法人税
の申告書

□
Yes□
 No□

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

□
Yes□
 No□

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

□
Yes□
 No□

法人税確定申告書(控)
及び決算書等 □

Yes□
 No□

法人税確定申告書(控)
及び決算書等 □

Yes□
 No□

上  場
株式等

上場株式の評価明細書
等 □

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

立 木

山林・森林の立木の評
価明細書

□
Yes□
 No□

特
　
　
例

小規模
宅地等

申告書第11・11の２表
の付表１（別表２）

□
Yes□
 No□
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② 同居親族又は被相続人と生計を一に
していた親族が特定居住用宅地等の
適用を受ける場合に必要な書類を確
認、添付していますか。

●

③ ●

●

●

●

●

●

⑤ 貸付事業用宅地等の適用を受ける場
合に必要な書類を添付しています
か。
※　貸付事業用宅地等が平成30年４
月１日以後に新たに被相続人等の特
定貸付事業の用に供されたものであ
るときに限ります。

●

⑥ 特定同族会社事業用宅地等の適用を
受ける場合に必要な書類を添付して
いますか。

●

●

⑦ 不動産貸付用（貸駐車場等）の宅地
について特定事業用宅地等の80%減
をしていないか確認しましたか。

⑧ 特定居住用宅地等は取得者ごとの居
住継続、所有継続要件を満たしてい
るか確認しましたか（配偶者を除
く。）。

●

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

④ 被相続人が養護老人ホームに入所し
ていたことなど一定の事由により相
続開始の直前において被相続人の居
住の用に供されていなかった宅地等
について特例の適用を受ける場合に
必要な書類を添付していますか。

被相続人の戸籍の附票
の写し □

Yes□
 No□

非同居親族が特定居住用宅地等の適
用を受ける場合に必要な書類を確
認、添付していますか。
※　所得税法等の一部を改正する法
  律（平成30年法律第７号）附則
  （118条２項及び３項）により経
  過措置があります。

相続開始の日の３年前
の日からその相続開始
日までの間における取
得した者の住所等を明
らかにする書類（特例
の適用を受ける人がマ
イナンバー（個人番
号）を有する場合には
添付不要）

□
Yes□
 No□

相続開始日前３年以内
にその取得者が居住し
ていた家屋が、自己又
はその配偶者が所有す
る家屋以外の家屋であ
ることを証する書類

□

介護保険の被保険者証
の写し、障害福祉サー
ビス受給者証の写し等

□
Yes□
 No□

施設への入所時におけ
る契約書の写し等 □

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

相続開始の時において
自己の居住している家
屋を相続開始前のいず
れの時においても所有
していたことがないこ
とを証する書類

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

住民票の写し、戸籍の
附票の写し等

□
Yes□
 No□

特
 
 
　
例

小規模
宅地等

取得した者の自己の居
住の用に供しているこ
とを明らかにする書類
（特例の適用を受ける
者がマイナンバー（個
人番号）を有する場合
には添付不要）

□
Yes□
 No□

過去４年分の所得税青
色申告決算書（不動産
所得用）の写しなど被
相続人等が相続開始の
日まで３年を超えて特
定貸付事業を行ってい
たことを明らかにする
書類

□
Yes□
 No□

法人の発行済株式の総
数（又は出資の総額）
及び被相続人等が有す
る法人の株式（又は出
資の総額）を記載した
書類でその法人が証明
したもの

□ Yes□
 No□

法人の定款
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⑨ 限度面積の計算は適正にされていま
すか。

●

⑩ 分割が確定していない宅地につい
て、特例を適用していないか確認し
ましたか。

●

○ 分割が確定していない財産につい
て、特例を適用していないか確認し
ましたか。

●

① 養子が２人以上いる場合は、法定相
続人の数に含める養子の数に誤りが
ないか確認しましたか（実子がいる
場合には１人、実子がいない場合に
は２人となります。）。

●

② 法定相続分の計算に誤りがないか確
認しましたか（特に相続人に代襲相
続人がいる場合）。

③ 相続人が孫（いわゆる孫養子を含
み、代襲相続人を除きます。）や兄
弟姉妹、受遺者等の場合は、税額の
２割加算をしていますか。

① 生前の土地等の譲渡代金が相続財産
に反映されているか確認しました
か。

② 前回以前の相続の時に被相続人が取
得した財産のうち、今回の相続財産
に計上すべきものの有無を確認して
いますか。

◇

③ 金銭の借入れによって取得した財産
がある場合、その財産が相続財産に
反映されていることを確認しました
か。

◇

④ 相続税の延納、物納をされる場合に
は、申請書等及び関係書類を相続税
の申告書とともに申告期限（納期
限）内に提出していますか。

⑤ 非課税財産（墓所、霊びょう及び祭
具並びにこれらに準ずるもの）を相
続財産に計上していませんか（ただ
し、商品、骨とう品又は投資目的で
所有するものを除く。）。

⑥ 財産債務調書を確認しましたか。 ◇

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

□
Yes□
 No□

税額計算等

被相続人及び相続人の
戸籍の謄本、図形式の
法定相続情報一覧図の
写し等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

特
例

小規模
宅地等

申告書第11・11の２表
の付表１ □

Yes□
 No□

遺言書又は遺産分割協
議書及び各相続人の印
鑑証明書

□
Yes□
 No□

配偶者の
税額軽減

遺言書又は遺産分割協
議書及び各相続人の印
鑑証明書

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

財産債務調書
□

Yes□
 No□

そ の 他

□
Yes□
 No□

前回の相続の際の遺産
分割協議書等

□
Yes□
 No□

金銭消費貸借契約書等

□
Yes□
 No□

被相続人氏名 関与税理士氏名

住　　所 所　在　地

電　　　 話
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 このチェックシートは、相続税の申告書に添付する税理士法第33条の２の規定に基づく書面の作成に当たって、申告書を

　各項目の「確認事項」欄の内容について確認し、「該当」欄にチェックするとともに、その項目について内容の確認を

① 法定相続人について確認しました
か。

●
戸籍謄本で確認

② 相続人に未成年者や障害者がいるか
確認しましたか。

◇
身体障害者手帳
を確認

① 遺産分割協議書の有無を確認しまし
たか。

○
遺産分割協議書
の現物を確認

② 遺言書の有無を確認しましたか。 ○

① 未登記不動産の有無を確認しました
か。

固定資産評価証
明書で確認

② 共有不動産の有無を確認しました
か。

登記事項証明書
で確認

③ 先代名義の不動産の有無を確認しま
したか。

登記事項証明書
で確認

④ 他の市区町村に所在する不動産の有
無を確認しましたか。

相続人の申し出のあっ
た物件について登記事
項証明書を確認

⑤ 他人の土地の上に存する建物（借地
権）や他人の農地の小作（耕作権）
の有無を確認しましたか。

◇
相続人の申出に
より確認

⑥ 面積について、実測図など登記簿謄
本以外の書類についても確認しまし
たか。

◇
実測図を確認

① 名義は異なるが、被相続人に帰属す
るものがないか確認しましたか（無
記名の有価証券も含みます。）。

◇
添付書面に記載
のとおり

② 株式の割当てを受ける権利、配当期
待権、増資による端株等を確認しま
したか。

◇
配当金の支払証
明書による確認

① 相続の開始直前に、被相続人の預貯
金口座等から出金された現金等の有
無を確認し、相続開始日の現金残高
を手元現金に含め計上しています
か。

添付書面に記載
のとおり

②

③ 名義（子、孫、養子等）は異なる
が、被相続人に帰属する預貯金等の
有無を確認しましたか。

添付書面に記載
のとおり

④ 既経過利息の計算は行っています
か。

金融機関へ照会
を実施

⑤ ネット口座の有無を確認しました
か。

○ 決算書等から、事業用財産、電話加
入権、農業用財産等の有無を確認し
ましたか。

◇
決算書を確認

○ 家庭用財産を確認しましたか。 電話加入権、家
具等の一般的な
ものを一括して
計上

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

税理士法第33条の２の添付書面に係るチェックシート〔相続税〕

  このチェックシートは、相続税の申告書に添付する税理士法第33条の２の規定に基づく書面の作成に当たって、申告書を作
成する上での確認事項を補足的にまとめたものです。
　記載に当たっては、各項目の「確認事項」欄の内容をご確認の上、チェックを行っていただくとともに、必要に応じて「確
認状況等」欄の記載をお願いします。
　なお、チェックシートに記載の確認書類は、あくまで一例ですので、記載の書類以外の書類で確認した場合は、「確認状況
等」欄に適宜記載していただきますようお願いします。
（注）・　法定添付書類は確認書類欄に「●」、提出をお願いする書類は確認書類欄に「○」を表示しています。

・ 確認書類欄において、「◇」で表示している書類は、添付の必要はございませんが、当該書類を添付することで、申告書作成
の過程が明らかとなり、提出した方がよいと判断した場合は、当該確認書類の提出をお願いいたします。

（令和６年分以降用）

相 続 財 産
の 分 割 等

遺産分割協議書及び各
相続人の印鑑証明書 □

Yes□
 No□

家庭裁判所の検認を受
けた遺言書や公正証書
遺言

□
Yes□
 No□

相 続 人 等

戸籍の謄本、図形式の
法定相続情報一覧図の
写し等

□
Yes□
 No□

特別代理人選任の審判
の証明書、身体障害者
手帳等

□
Yes□
 No□

相

続

財

産

不 動 産

□
Yes□
 No□

◇ 所有不動産を証明する
もの
（固定資産評価証明
書、登記事項証明書
等）

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

有価証券

証券、通帳又はその預
り証 □

Yes□
 No□

評価明細書、配当金支
払調書等 □

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

土地の賃貸借契約書、
小作に付されている旨
の農業委員会の証明書

□
Yes□
 No□

実測図、森林施業図
固定資産評価証明書等 □

Yes□
 No□

事 業 用
財 産

資産・負債の残高表
（青色決算書又は収支
内訳書(控)）

□
Yes□
 No□

家 庭 用
財 産

□
Yes□
 No□

相続開始前３年
分について預金
通帳で確認

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

現　金・
預貯金等

◇ 預貯金等の残高証明
書、預貯金通帳等
⇒（相続開始前 年分確
認）

□
Yes□
 No□

預貯金や現金などの増減について、
相続開始前における入出金を確認し
ましたか。

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

記載例

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓ ✓
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① 生命保険金及び生命保険契約に関す
る権利がないか確認しましたか。

◇ 支払保険料計算
書を確認

② 被相続人が保険料を負担している、
家族名義の生命保険契約がないか確
認しましたか。

添付書面に記載
のとおり

○ ◇

◇

○ 立木がある場合、樹種・樹齢を確認
しましたか。

◇

① 未収金（給与、地代、家賃、配当
等）の有無を確認しましたか。

◇ 預金通帳により
確認

② 未収金でないもの（葬祭給付金、未
払年金等）を含めていないか確認し
ましたか。

相続人からの聴
取により確認

③ 親族や同族法人等に対する貸付金、
前払金、立替金等の有無を確認しま
したか。

◇ 法人税確定申告
書（控）により
確認

④ 庭園設備、自動車、船舶等の有無を
確認しましたか。

◇ 相続人からの聴
取及び現物を確
認

⑤ ゴルフ会員権、貴金属、書画、骨と
う等の有無を確認しましたか。

相続人からの聴
取及び現物を確
認

⑥ 暗号資産等のデジタル資産の有無を
確認しましたか。

⑦ 特許権、著作権、営業権、電話加入
権等の有無を確認しましたか。

○

⑧ 所得税の確定申告や準確定申告の還
付金の有無を確認しましたか。

◇ 所得税確定申告
書（控）により
確認

⑨ 国外の預貯金や不動産等の有無を確
認しましたか。

◇

◇

○ 被相続人から相続時精算課税に係る
贈与によって取得した財産（相続時
精算課税適用財産）の有無を確認し
ましたか。

◇
贈与税申告書
（控）を確認

① 相続開始前３年以内に暦年課税に係
る贈与を受けた財産の有無を確認し
ましたか（贈与税の基礎控除額以下
のものを含みます。)。

◇
相続開始前３年
分の贈与税申告
書（控）を確認

② 「教育資金」又は「結婚・子育て資
金」の一括贈与を受けた場合の贈与
税の非課税の特例の適用に係る管理
残額の有無を確認しましたか。

◇

① 借入金等の有無を確認しましたか
（連帯債務を含む。）。

金銭消費貸借契
約書を確認

② 未納の税金等の有無を確認しました
か。 納付書を確認

③ 預り保証金（敷金）等の有無を確認
しましたか。

◇ 賃貸借契約書を
確認

④ 被相続人の住宅ローンのうち、団体
信用生命保険に加入していたことに
より返済する必要のなくなった金額
がないか確認しましたか。また、あ
る場合に債務として控除していませ
んか。

◇

住宅ローン契約
書を確認

⑤ 相続放棄した相続人が引き継いだ債
務はありませんか。また、ある場合
に債務として控除していませんか。

◇

⑥ 法会や香典返しに要した費用、墓石
や仏壇の購入費用が葬式費用に含ま
れていないか確認しましたか。

◇
領収書を確認

確認状況等

□
Yes□
 No□

退 職
手 当 金

等

退職手当金、功労金及び弔慰金等、
退職手当金等に該当するものの有無
を確認しましたか。

退職金の支払通知書、
取締役会議事録等

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ)

□
Yes□
 No□

退職金の支払明
細を確認小規模企業共済の支払

通知書 □

立 木
立木証明書、森林経営
計画書、組合等の精通
者意見など

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

その他
の財産

賃貸借契約書、預貯金
通帳、配当金支払通知
書等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

借用証、法人税確定申
告書(控)等 □

Yes□
 No□

評価額の分かる書類
（最近取得している場
合は、取得価額の分か
る書類）

預貯金通帳、不動産売
買契約書等 □ Yes□

 No□

相続人からの聴
取及び売買契約
書により確認国外財産調書(控） □

評価明細書等
□

Yes□
 No□

所 得 税 確 定 申 告 書
(控)、預貯金通帳等 □

Yes□
 No□

生 前 贈 与
財 産 の
相続財産へ
の 加 算

贈与税申告書(控)、贈
与契約書等

□
Yes□
 No□

金融機関等の営業所等
で確認した管理残額の
分かるもの □

Yes□
 No□

Yes□
 No□

相 続 時 精
算 課 税 適
用 財 産

贈与税申告書(控)、相
続時精算課税選択届出
書 □

Yes□
 No□

⑩ 損害保険契約に関する権利の有無を
確認しましたか。

◇ 契約書
□

相

続

財

産

生 命
保 険 金

保険証券、支払保険料
計算書等 □

Yes□
 No□

領収書等
□

Yes□
 No□

住宅ローンの設定契約
書等

□
Yes□
 No□

相続権利放棄申述の証
明書 □

Yes□
 No□

債 務 ・
葬 式 費 用

◇ 借用書、請求書、金銭
消費貸借契約書、納付
書、納税通知書等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

賃貸借契約書
□

Yes□
 No□

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓ ✓

✓ ✓
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① 土地の評価に当たって、評価単位が
適切かどうか、現地確認を行い、利
用状況を確認しましたか。

◇
現地を確認

② 実際の面積での評価を確認しました
か。

○
実測図を確認

③ 正面路線が適切に判定されているか
確認しましたか（２以上の路線に接
している場合等。）。

◇
路線価及び実測
図から確認

④ 地区区分が適切か確認しましたか。 　
路線価を確認

⑤ 画地調整率の適用に誤りがないか確
認しましたか。

　 実測図より調整
率を算定

⑥ 正面路線以外の路線が宅地の一部に
接している場合、側方又は二方路線
影響加算額を調整の上、加算しなけ
ればならないことを確認しました
か。

路線価を確認

⑦ 不整形地については評価通達20に示
されている４つの方法のうち、最も
合理的な方法を選択しましたか。

○
実測図より算定

⑧ 地積規模の大きな宅地の評価につい
て要件を満たしているか確認しまし
たか。

◇
実測図より確認

⑨ 借地権の有無を確認しましたか（建
物のみを計上していませんか。）。

◇ 相続人の申出に
より確認

⑩ 配偶者居住権が設定されている場
合、配偶者居住権及びその敷地利用
権の計上漏れはありませんか。

◇
登記事項証明書
で確認

⑪ 「居住用の区分所有財産」（いわゆ
る分譲マンション）に該当する場
合、区分所有補正率による補正の有
無を確認しましたか。

◇
○

居住用の区分所
有財産の評価に
係る区分所有補
正率の計算明細
書で確認

⑫ 同族法人等に対して貸し付けている
土地等のうち、無償返還に関する届
出書を提出している土地等がある場
合、控除する割合が適切であるかを
確認しましたか。

◇

⑬ 貸家の中に、空家となっているもの
（一時的に空家となっているものを
除きます。）の有無を確認しました
か。

◇
不動産賃貸契約
書及び物件を確
認

⑭ 貸家建付地として評価している場
合、対応する建物（貸家）の借家権
割合が適切であるか確認しました
か。

◇

不動産賃貸契約
書を確認

⑮ 貸付地は、地上権又は借地借家法に
規定する借地権の目的物であること
を確認しましたか（使用貸借の場合
には自用地評価となります。）。

◇
土地の賃貸借契
約書を確認

⑯ 倍率地域の宅地比準の計算におい
て、近傍宅地の１㎡当たりの固定資
産税評価額を確認し評価しました
か。

◇

⑰ 市街地周辺農地について、20％の評
価減をしましたか。

○

⑱ 未登記物件、増改築等については、
現地で確認しましたか。

◇

① 評価方式について、会社の規模及び
株主の態様を確認しましたか。

○ 法人税確定申告
書（控）及び決
算書で確認

② 特定の評価会社の判定に誤りがない
ことを確認しましたか。 ◇

法人税確定申告
書（控）及び決
算書で確認

③ 比準要素０の会社であるにもかかわ
らず、類似業種比準価額方式により
評価していませんか。

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

評
　
　
　
価

不動産

共

通

項

目

土地の利用状況が確認
できるもの □

Yes□
 No□

実測図等
□

Yes□
 No□

　
□

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

路線価図
□

Yes□
 No□

　
□

Yes□
 No□

実測図等
□

Yes□
 No□

個

　
別

　
項

　
目

路線価図、都市計画
図、登記事項証明書等 □

Yes□
 No□

登記事項証明書、土地
賃貸借契約書 □

Yes□
 No□

土地の無償返還に関す
る届出書(控)

□
Yes□
 No□

不動産賃貸契約書

□
Yes□
 No□

登記事項証明書、遺言
書又は遺産分割協議書 □

Yes□
 No□

登記事項証明書
居住用の区分所有財産
の評価に係る区分所有
補正率の計算明細書

□
Yes□
 No□

固定資産評価証明書

□
Yes□
 No□

市街地農地等の評価明
細書 □

Yes□
 No□

固定資産評価証明書、
不動産賃貸契約書

□
Yes□
 No□

土地の賃貸借契約書、
住宅地図等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

固定資産評価証明書、
増改築の請負契約書 □

Yes□
 No□

非上場
株 　式

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

法人税確定申告書(控)
及び決算書等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓ ✓
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④ 類似業種比準方式の場合、直前期末
の比準数値で評価しましたか。

○
法人税確定申告
書（控）及び決
算書で確認

⑤ 類似業種の業種目の区分を確認しま
したか（複数の業種目に係る取引金
額がある場合、直前期の取引金額の
内訳を確認していますか。）。

◇
法人税確定申告
書（控）及び決
算書で確認

⑥ 類似業種の株価等は、相続開始年分
の「類似業種比準価額計算上の業種
目及び業種目別株価」で確認しまし
たか。

⑦ 医療法人の出資の評価において、類
似業種比準価額の算式に誤りがない
か確認しましたか。

添付書面に記載
のとおり

⑧ 各資産・負債の相続税評価額への評
価替えに誤りがないか確認しました
か。

⑨ 無償返還届を提出している土地な
ど、法人資産として計上されていな
い借地権がないかを確認しました
か。

◇
添付書面に記載
のとおり

⑩ 法人が課税時期前３年以内に取得し
た土地、建物等について、課税時期
の通常の取引価額で評価しています
か。

○

⑪ 繰延資産のうち財産的価値のないも
のを資産計上していないか確認しま
したか。

◇

⑫ 法人の生命保険金請求権がある場
合、資産計上されているか確認しま
したか（保険差益に課せられる法人
税額を負債計上していますか。）。

決算書及び保険
契約証書を確認

⑬ 相続開始日における仮決算の内容を
基に評価している場合、当該仮決算
に基づき法人税の申告書を作成する
などして法人税額を算定しています
か。

○

⑭ 準備金、引当金（平成14年改正法人
税法附則第８条第２項及び第３項適
用後の退職給与引当金を除きま
す。）を負債計上していないか確認
しましたか。

○

法人税確定申告
書（控）及び請
求書で確認

⑮ 死亡退職金や未納公租公課を負債計
上しているか確認しましたか。

◇ 法人税確定申告書
（控）及び決算書
で確認

① 課税時期の終値及び３ヶ月の終値の
月平均額との低い価額を選択してい
ますか。

○
証券会社に算定
を依頼し確認

② 利付債、割引債を額面で評価してい
ないか確認しましたか。

○ 相続又は遺贈（包括遺贈及び被相続
人からの相続人に対する遺贈に限り
ます。）により取得した場合、15％
の評価減をしていますか。

○

① 特定事業用宅地等の適用を受ける場
合に必要な書類を添付しています
か。
※　特定事業用宅地等が平成31年４
  月１日以後に新たに被相続人等の
  事業の用に供されたものであると
  きに限ります。

●

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ)

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

土地の賃貸借契約書、
土地の無償返還に関す
る届出書(控) □

Yes□
 No□

確 認 状 況 等

評
　
　
　
価

非上場
株　 式

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

法人税確定申告書(控)
及び決算書等、類似業
種比準価額計算上の業
種目及び業種目別株価

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

仮決算に基づく法人税
の申告書

□
Yes□
 No□

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

□
Yes□
 No□

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

□
Yes□
 No□

法人税確定申告書(控)
及び決算書等 □

Yes□
 No□

法人税確定申告書(控)
及び決算書等 □

Yes□
 No□

上  場
株式等

上場株式の評価明細書
等 □

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

立 木

山林・森林の立木の評
価明細書

□
Yes□
 No□

特
　
　
例

小規模
宅地等

申告書第11・11の２表
の付表１（別表２）

□
Yes□
 No□

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓
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② 同居親族又は被相続人と生計を一に
していた親族が特定居住用宅地等の
適用を受ける場合に必要な書類を確
認、添付していますか。

●

住民票により確
認

③ ●

戸籍の附票を確
認

●

賃貸契約書を確
認

●

●

●

●

⑤ 貸付事業用宅地等の適用を受ける場
合に必要な書類を添付しています
か。
※　貸付事業用宅地等が平成30年４
月１日以後に新たに被相続人等の特
定貸付事業の用に供されたものであ
るときに限ります。

●

⑥ 特定同族会社事業用宅地等の適用を
受ける場合に必要な書類を添付して
いますか。

●

●

⑦ 不動産貸付用（貸駐車場等）の宅地
について特定事業用宅地等の80%減
をしていないか確認しましたか。

⑧ 特定居住用宅地等は取得者ごとの居
住継続、所有継続要件を満たしてい
るか確認しましたか（配偶者を除
く。）。

●

住民票により確
認

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確 認 状 況 等

□
Yes□
 No□

相続開始の時において
自己の居住している家
屋を相続開始前のいず
れの時においても所有
していたことがないこ
とを証する書類

□
Yes□
 No□

④ 被相続人が養護老人ホームに入所し
ていたことなど一定の事由により相
続開始の直前において被相続人の居
住の用に供されていなかった宅地等
について特例の適用を受ける場合に
必要な書類を添付していますか。

被相続人の戸籍の附票
の写し □

Yes□
 No□

非同居親族が特定居住用宅地等の適
用を受ける場合に必要な書類を確
認、添付していますか。
※　所得税法等の一部を改正する法
  律（平成30年法律第７号）附則
  （118条２項及び３項）により経
  過措置があります。

相続開始の日の３年前
の日からその相続開始
日までの間における取
得した者の住所等を明
らかにする書類（特例
の適用を受ける人がマ
イナンバー（個人番
号）を有する場合には
添付不要）

□
Yes□
 No□

相続開始日前３年以内
にその取得者が居住し
ていた家屋が、自己又
はその配偶者が所有す
る家屋以外の家屋であ
ることを証する書類

過去４年分の所得税青
色申告決算書（不動産
所得用）の写しなど被
相続人等が相続開始の
日まで３年を超えて特
定貸付事業を行ってい
たことを明らかにする
書類

□
Yes□
 No□

法人の発行済株式の総
数（又は出資の総額）
及び被相続人等が有す
る法人の株式（又は出
資の総額）を記載した
書類でその法人が証明
したもの

□ Yes□
 No□

法人の定款 □

介護保険の被保険者証
の写し、障害福祉サー
ビス受給者証の写し等

□
Yes□
 No□

施設への入所時におけ
る契約書の写し等 □

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

住民票の写し、戸籍の
附票の写し等

□
Yes□
 No□

特
 
 
　
例

小規模
宅地等

取得した者の自己の居
住の用に供しているこ
とを明らかにする書類
（特例の適用を受ける
者がマイナンバー（個
人番号）を有する場合
には添付不要）

□
Yes□
 No□

✓ ✓

✓

✓

✓ ✓
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⑨ 限度面積の計算は適正にされていま
すか。

● 申告書により適
正に算定

⑩ 分割が確定していない宅地につい
て、特例を適用していないか確認し
ましたか。

●
遺産分割協議書
を確認

○ 分割が確定していない財産につい
て、特例を適用していないか確認し
ましたか。

●
遺産分割協議書
を確認

① 養子が２人以上いる場合は、法定相
続人の数に含める養子の数に誤りが
ないか確認しましたか（実子がいる
場合には１人、実子がいない場合に
は２人となります。）。

●

戸籍謄本により
確認

② 法定相続分の計算に誤りがないか確
認しましたか（特に相続人に代襲相
続人がいる場合）。

戸籍謄本により
確認

③ 相続人が孫（いわゆる孫養子を含
み、代襲相続人を除きます。）や兄
弟姉妹、受遺者等の場合は、税額の
２割加算をしていますか。

戸籍謄本により
確認し算定

① 生前の土地等の譲渡代金が相続財産
に反映されているか確認しました
か。

添付書面に記載
のとおり

② 前回以前の相続の時に被相続人が取
得した財産のうち、今回の相続財産
に計上すべきものの有無を確認して
いますか。

◇

③ 金銭の借入れによって取得した財産
がある場合、その財産が相続財産に
反映されていることを確認しました
か。

◇

添付書面に記載
のとおり

④ 相続税の延納、物納をされる場合に
は、申請書等及び関係書類を相続税
の申告書とともに申告期限（納期
限）内に提出していますか。

⑤ 非課税財産（墓所、霊びょう及び祭
具並びにこれらに準ずるもの）を相
続財産に計上していませんか（ただ
し、商品、骨とう品又は投資目的で
所有するものを除く。）。

⑥ 財産債務調書を確認しましたか。 ◇ 財産債務調書を
確認

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確 認 状 況 等

□
Yes□
 No□

税額計算等

被相続人及び相続人の
戸籍の謄本、図形式の
法定相続情報一覧図の
写し等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

特
例

小規模
宅地等

申告書第11・11の２表
の付表１ □

Yes□
 No□

遺言書又は遺産分割協
議書及び各相続人の印
鑑証明書

□
Yes□
 No□

配偶者の
税額軽減

遺言書又は遺産分割協
議書及び各相続人の印
鑑証明書

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

財産債務調書
□

Yes□
 No□

そ の 他

□
Yes□
 No□

前回の相続の際の遺産
分割協議書等

□
Yes□
 No□

金銭消費貸借契約書等

□
Yes□
 No□

被相続人氏名　〇〇　〇〇 関与税理士氏名　〇〇　〇〇

住　　所　〇〇市〇〇町○○　〇丁目〇番〇号 所　在　地　　　〇〇市〇〇町○○　〇丁目〇番〇号

電　　　 話　　 〇〇-〇〇〇〇-〇〇〇〇

※上記内容はあくまで記載例ですので、確認状況の記載に当たっては、個々の実状に応じた記載をお願いします。

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓ ✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓
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 このチェックシートは、相続税の申告書に添付する税理士法第33条の２の規定に基づく書面の作成に当たって、申告書を

　各項目の「確認事項」欄の内容について確認し、「該当」欄にチェックするとともに、その項目について内容の確認を

① 法定相続人について確認しました
か。

●

② 相続人に未成年者や障害者がいるか
確認しましたか。

◇

① 遺産分割協議書の有無を確認しまし
たか。

○

② 遺言書の有無を確認しましたか。 ○

① 未登記不動産の有無を確認しました
か。

② 共有不動産の有無を確認しました
か。

③ 先代名義の不動産の有無を確認しま
したか。

④ 他の市区町村に所在する不動産の有
無を確認しましたか。

⑤ 他人の土地の上に存する建物（借地
権）や他人の農地の小作（耕作権）
の有無を確認しましたか。

◇

⑥ 面積について、実測図など登記簿謄
本以外の書類についても確認しまし
たか。

◇

① 名義は異なるが、被相続人に帰属す
るものがないか確認しましたか（無
記名の有価証券も含みます。）。

◇

② 株式の割当てを受ける権利、配当期
待権、増資による端株等を確認しま
したか。

◇

① 相続の開始直前に、被相続人の預貯
金口座等から出金された現金等の有
無を確認し、相続開始日の現金残高
を手元現金に含め計上しています
か。

②

③ 名義（子、孫、養子等）は異なる
が、被相続人に帰属する預貯金等の
有無を確認しましたか。

④ 既経過利息の計算は行っています
か。

⑤ ネット口座の有無を確認しました
か。

○ 決算書等から、事業用財産、電話加
入権、農業用財産等の有無を確認し
ましたか。

◇

○ 家庭用財産を確認しましたか。

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

税理士法第33条の２の添付書面に係るチェックシート〔相続税〕

  このチェックシートは、相続税の申告書に添付する税理士法第33条の２の規定に基づく書面の作成に当たって、申告書を作
成する上での確認事項を補足的にまとめたものです。
　記載に当たっては、各項目の「確認事項」欄の内容をご確認の上、チェックを行っていただくとともに、必要に応じて「確
認状況等」欄の記載をお願いします。
　なお、チェックシートに記載の確認書類は、あくまで一例ですので、記載の書類以外の書類で確認した場合は、「確認状況
等」欄に適宜記載していただきますようお願いします。
（注）・　法定添付書類は確認書類欄に「●」、提出をお願いする書類は確認書類欄に「○」を表示しています。

・ 確認書類欄において、「◇」で表示している書類は、添付の必要はございませんが、当該書類を添付することで、申告書作成
の過程が明らかとなり、提出した方がよいと判断した場合は、当該確認書類の提出をお願いいたします。

（令和６５年分１月以降提出用）

相 続 財 産
の 分 割 等

遺産分割協議書及び各
相続人の印鑑証明書 □

Yes□
 No□

家庭裁判所の検認を受
けた遺言書や公正証書
遺言

□
Yes□
 No□

相 続 人 等

戸籍の謄本、図形式の
法定相続情報一覧図の
写し等

□
Yes□
 No□

特別代理人選任の審判
の証明書、身体障害者
手帳等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

土地の賃貸借契約書、
小作に付されている旨
の農業委員会の証明書

□
Yes□
 No□

実測図、森林施業図
固定資産評価証明書等 □

Yes□
 No□

相

続

財

産

不 動 産

□
Yes□
 No□

◇ 所有不動産を証明する
もの
（固定資産評価証明
書、登記事項証明書
等）

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

預貯金や現金などの増減について、
相続開始前における入出金を確認し
ましたか。

□
Yes□
 No□

有価証券

証券、通帳又はその預
り証 □

Yes□
 No□

評価明細書、配当金支
払調書等 □

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

◇ 預貯金等の残高証明
書、預貯金通帳等
⇒（相続開始前 年分確
認）

□
Yes□
 No□

現　金・
預貯金等

□
Yes□
 No□

事 業 用
財 産

資産・負債の残高表
（青色決算書又は収支
内訳書(控)）

□
Yes□
 No□

家 庭 用
財 産

□
Yes□
 No□
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① 生命保険金及び生命保険契約に関す
る権利がないか確認しましたか。

◇

② 被相続人が保険料を負担している、
家族名義の生命保険契約がないか確
認しましたか。

○ ◇

◇

○ 立木がある場合、樹種・樹齢を確認
しましたか。

◇

① 未収金（給与、地代、家賃、配当
等）の有無を確認しましたか。

◇

② 未収金でないもの（葬祭給付金、未
払年金等）を含めていないか確認し
ましたか。

③ 親族や同族法人等に対する貸付金、
前払金、立替金等の有無を確認しま
したか。

◇

④ 庭園設備、自動車、船舶等の有無を
確認しましたか。

◇

⑤ ゴルフ会員権、貴金属、書画、骨と
う等の有無を確認しましたか。

⑥ 暗号資産等のデジタル資産の有無を
確認しましたか。

⑦
⑥

特許権、著作権、営業権、電話加入
権等の有無を確認しましたか。

○

⑧
⑦

所得税の確定申告や準確定申告の還
付金の有無を確認しましたか。

◇

⑨
⑧

国外の預貯金や不動産等の有無を確
認しましたか。

◇

◇

○ 被相続人から相続時精算課税に係る
贈与によって取得した財産（相続時
精算課税適用財産）の有無を確認し
ましたか。

◇

① 相続開始前３年以内に暦年課税に係
る贈与を受けた財産の有無を確認し
ましたか（贈与税の基礎控除額以下
のものを含みます。)。

◇

② 「教育資金」又は「結婚・子育て資
金」の一括贈与を受けた場合の贈与
税の非課税の特例の適用に係る管理
残額の有無を確認しましたか。

◇

① 借入金等の有無を確認しましたか
（連帯債務を含む。）。

② 未納の税金等の有無を確認しました
か。

③ 預り保証金（敷金）等の有無を確認
しましたか。

◇

④ 被相続人の住宅ローンのうち、団体
信用生命保険に加入していたことに
より返済する必要のなくなった金額
がないか確認しましたか。また、あ
る場合に債務として控除していませ
んか。

◇

⑤ 相続放棄した相続人が引き継いだ債
務はありませんか。また、ある場合
に債務として控除していませんか。

◇

⑥ 法会や香典返しに要した費用、墓石
や仏壇の購入費用が葬式費用に含ま
れていないか確認しましたか。

◇

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

生 命
保 険 金

保険証券、支払保険料
計算書等 □

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

退 職
手 当 金

等

退職手当金、功労金及び弔慰金等、
退職手当金等に該当するものの有無
を確認しましたか。

退職金の支払通知書、
取締役会議事録等 □

Yes□
 No□小規模企業共済の支払

通知書
□

立 木
立木証明書、森林経営
計画書、組合等の精通
者意見など

□
Yes□
 No□

賃貸借契約書、預貯金
通帳、配当金支払通知
書等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

借用証、法人税確定申
告書(控)等 □

Yes□
 No□

評価額の分かる書類
（最近取得している場
合は、取得価額の分か
る書類）

所 得 税 確 定 申 告 書
(控)、預貯金通帳等 □

Yes□
 No□

預貯金通帳、不動産売
買契約書等 □ Yes□

 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

評価明細書等
□

Yes□
 No□

生 前 贈 与
財 産 の
相続財産へ
の 加 算

贈与税申告書(控)、贈
与契約書等

□
Yes□
 No□

金融機関等の営業所等
で確認した管理残額の
分かるもの □

Yes□
 No□

国外財産調書(控） □

相 続 時 精
算 課 税 適
用 財 産

贈与税申告書(控)、相
続時精算課税選択届出
書 □

Yes□
 No□

相

続

財

産

その他
の財産

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

⑩ 損害保険契約に関する権利の有無を
確認しましたか。

住宅ローンの設定契約
書等

□
Yes□
 No□

相続権利放棄申述の証
明書 □

Yes□
 No□

債 務 ・
葬 式 費 用

◇ 借用書、請求書、金銭
消費貸借契約書、納付
書、納税通知書等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

賃貸借契約書
□

Yes□
 No□

領収書等
□

Yes□
 No□

◇ 契約書
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① 土地の評価に当たって、評価単位が
適切かどうか、現地確認を行い、利
用状況を確認しましたか。

◇

② 実際の面積での評価を確認しました
か。

○

③ 正面路線が適切に判定されているか
確認しましたか（２以上の路線に接
している場合等。）。

◇

④ 地区区分が適切か確認しましたか。 　

⑤ 画地調整率の適用に誤りがないか確
認しましたか。

　

⑥ 正面路線以外の路線が宅地の一部に
接している場合、側方又は二方路線
影響加算額を調整の上、加算しなけ
ればならないことを確認しました
か。

⑦ 不整形地については評価通達20に示
されている４つの方法のうち、最も
合理的な方法を選択しましたか。

○

⑧ 地積規模の大きな宅地の評価につい
て要件を満たしているか確認しまし
たか。

◇

⑨ 借地権の有無を確認しましたか（建
物のみを計上していませんか。）。

◇

⑩ 配偶者居住権が設定されている場
合、配偶者居住権及びその敷地利用
権の計上漏れはありませんか。

◇

⑪ 「居住用の区分所有財産」（いわゆ
る分譲マンション）に該当する場
合、区分所有補正率による補正の有
無を確認しましたか。

◇
○

⑫
⑪

同族法人等に対して貸し付けている
土地等のうち、無償返還に関する届
出書を提出している土地等がある場
合、控除する割合が適切であるかを
確認しましたか。

◇

⑬
⑫

貸家の中に、空家となっているもの
（一時的に空家となっているものを
除きます。）の有無を確認しました
か。

◇

⑭
⑬

貸家建付地として評価している場
合、対応する建物（貸家）の借家権
割合が適切であるか確認しました
か。

◇

⑮
⑭

貸付地は、地上権又は借地借家法に
規定する借地権の目的物であること
を確認しましたか（使用貸借の場合
には自用地評価となります。）。

◇

⑯
⑮

倍率地域の宅地比準の計算におい
て、近傍宅地の１㎡当たりの固定資
産税評価額を確認し評価しました
か。

◇

⑰
⑯

市街地周辺農地について、20％の評
価減をしましたか。

○

⑱
⑰

未登記物件、増改築等については、
現地で確認しましたか。

◇

① 評価方式について、会社の規模及び
株主の態様を確認しましたか。

○

② 特定の評価会社の判定に誤りがない
ことを確認しましたか。 ◇

③ 比準要素０の会社であるにもかかわ
らず、類似業種比準価額方式により
評価していませんか。

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ)

共

通

項

目

土地の利用状況が確認
できるもの □

Yes□
 No□

実測図等
□

Yes□
 No□

不動産賃貸契約書

□
Yes□
 No□

市街地農地等の評価明
細書 □

Yes□
 No□

個

　
別

　
項

　
目

路線価図、都市計画
図、登記事項証明書等 □

Yes□
 No□

登記事項証明書、土地
賃貸借契約書 □

Yes□
 No□

固定資産評価証明書、
不動産賃貸契約書

□
Yes□
 No□

固定資産評価証明書

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

登記事項証明書、遺言
書又は遺産分割協議書 □

Yes□
 No□

土地の無償返還に関す
る届出書(控)

□
Yes□
 No□

非上場
株 　式

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

法人税確定申告書(控)
及び決算書等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

評
　
　
　
価

不動産

□
Yes□
 No□

登記事項証明書
居住用の区分所有財産
の評価に係る区分所有
補正率の計算明細書

固定資産評価証明書、
増改築の請負契約書 □

Yes□
 No□

土地の賃貸借契約書、
住宅地図等

確認状況等

実測図等

□
Yes□
 No□

路線価図
□

Yes□
 No□

　
□

Yes□
 No□

　
□

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□
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④ 類似業種比準方式の場合、直前期末
の比準数値で評価しましたか。

○

⑤ 類似業種の業種目の区分を確認しま
したか（複数の業種目に係る取引金
額がある場合、直前期の取引金額の
内訳を確認していますか。）。

◇

⑥ 類似業種の株価等は、相続開始年分
の「類似業種比準価額計算上の業種
目及び業種目別株価」で確認しまし
たか。

⑦ 医療法人の出資の評価において、類
似業種比準価額の算式に誤りがない
か確認しましたか。

⑧ 各資産・負債の相続税評価額への評
価替えに誤りがないか確認しました
か。

⑨ 無償返還届を提出している土地な
ど、法人資産として計上されていな
い借地権がないかを確認しました
か。

◇

⑩ 法人が課税時期前３年以内に取得し
た土地、建物等について、課税時期
の通常の取引価額で評価しています
か。

○

⑪ 繰延資産のうち財産的価値のないも
のを資産計上していないか確認しま
したか。

◇

⑫ 法人の生命保険金請求権がある場
合、資産計上されているか確認しま
したか（保険差益に課せられる法人
税額を負債計上していますか。）。

⑬ 相続開始日における仮決算の内容を
基に評価している場合、当該仮決算
に基づき法人税の申告書を作成する
などして法人税額を算定しています
か。

○

⑭ 準備金、引当金（平成14年改正法人
税法附則第８条第２項及び第３項適
用後の退職給与引当金を除きま
す。）を負債計上していないか確認
しましたか。

○

⑮ 死亡退職金や未納公租公課を負債計
上しているか確認しましたか。

◇

① 課税時期の終値及び３ヶ月の終値の
月平均額との低い価額を選択してい
ますか。

○

② 利付債、割引債を額面で評価してい
ないか確認しましたか。

○ 相続又は遺贈（包括遺贈及び被相続
人からの相続人に対する遺贈に限り
ます。）により取得した場合、15％
の評価減をしていますか。

○

① 特定事業用宅地等の適用を受ける場
合に必要な書類を添付しています
か。
※　特定事業用宅地等が平成31年４
  月１日以後に新たに被相続人等の
  事業の用に供されたものであると
  きに限ります。

●

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

土地の賃貸借契約書、
土地の無償返還に関す
る届出書(控) □

Yes□
 No□

評
　
　
　
価

非上場
株　 式

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

法人税確定申告書(控)
及び決算書等、類似業
種比準価額計算上の業
種目及び業種目別株価

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□

□
Yes□
 No□

仮決算に基づく法人税
の申告書

□
Yes□
 No□

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

□
Yes□
 No□

取引相場のない株式
（出資）の評価明細書

□
Yes□
 No□

法人税確定申告書(控)
及び決算書等 □

Yes□
 No□

法人税確定申告書(控)
及び決算書等 □

Yes□
 No□

上  場
株式等

上場株式の評価明細書
等 □

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

立 木

山林・森林の立木の評
価明細書

□
Yes□
 No□

特
　
　
例

小規模
宅地等

申告書第11・11の２表
の付表１（別表２）

□
Yes□
 No□
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② 同居親族又は被相続人と生計を一に
していた親族が特定居住用宅地等の
適用を受ける場合に必要な書類を確
認、添付していますか。

●

③ ●

●

●

●

●

●

⑤ 貸付事業用宅地等の適用を受ける場
合に必要な書類を添付しています
か。
※　貸付事業用宅地等が平成30年４
月１日以後に新たに被相続人等の特
定貸付事業の用に供されたものであ
るときに限ります。

●

⑥ 特定同族会社事業用宅地等の適用を
受ける場合に必要な書類を添付して
いますか。

●

●

⑦ 不動産貸付用（貸駐車場等）の宅地
について特定事業用宅地等の80%減
をしていないか確認しましたか。

⑧ 特定居住用宅地等は取得者ごとの居
住継続、所有継続要件を満たしてい
るか確認しましたか（配偶者を除
く。）。

●

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

④ 被相続人が養護老人ホームに入所し
ていたことなど一定の事由により相
続開始の直前において被相続人の居
住の用に供されていなかった宅地等
について特例の適用を受ける場合に
必要な書類を添付していますか。

被相続人の戸籍の附票
の写し □

Yes□
 No□

非同居親族が特定居住用宅地等の適
用を受ける場合に必要な書類を確
認、添付していますか。
※　所得税法等の一部を改正する法
  律（平成30年法律第７号）附則
  （118条２項及び３項）により経
  過措置があります。

相続開始の日の３年前
の日からその相続開始
日までの間における取
得した者の住所等を明
らかにする書類（特例
の適用を受ける人がマ
イナンバー（個人番
号）を有する場合には
添付不要）

□
Yes□
 No□

相続開始日前３年以内
にその取得者が居住し
ていた家屋が、自己又
はその配偶者が所有す
る家屋以外の家屋であ
ることを証する書類

□

介護保険の被保険者証
の写し、障害福祉サー
ビス受給者証の写し等

□
Yes□
 No□

施設への入所時におけ
る契約書の写し等 □

Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

相続開始の時において
自己の居住している家
屋を相続開始前のいず
れの時においても所有
していたことがないこ
とを証する書類

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

住民票の写し、戸籍の
附票の写し等

□
Yes□
 No□

特
 
 
　
例

小規模
宅地等

取得した者の自己の居
住の用に供しているこ
とを明らかにする書類
（特例の適用を受ける
者がマイナンバー（個
人番号）を有する場合
には添付不要）

□
Yes□
 No□

過去４年分の所得税青
色申告決算書（不動産
所得用）の写しなど被
相続人等が相続開始の
日まで３年を超えて特
定貸付事業を行ってい
たことを明らかにする
書類

□
Yes□
 No□

法人の発行済株式の総
数（又は出資の総額）
及び被相続人等が有す
る法人の株式（又は出
資の総額）を記載した
書類でその法人が証明
したもの

□ Yes□
 No□

法人の定款
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⑨ 限度面積の計算は適正にされていま
すか。

●

⑩ 分割が確定していない宅地につい
て、特例を適用していないか確認し
ましたか。

●

○ 分割が確定していない財産につい
て、特例を適用していないか確認し
ましたか。

●

① 養子が２人以上いる場合は、法定相
続人の数に含める養子の数に誤りが
ないか確認しましたか（実子がいる
場合には１人、実子がいない場合に
は２人となります。）。

●

② 法定相続分の計算に誤りがないか確
認しましたか（特に相続人に代襲相
続人がいる場合）。

③ 相続人が孫（いわゆる孫養子を含
み、代襲相続人を除きます。）や兄
弟姉妹、受遺者等の場合は、税額の
２割加算をしていますか。

① 生前の土地等の譲渡代金が相続財産
に反映されているか確認しました
か。

② 前回以前の相続の時に被相続人が取
得した財産のうち、今回の相続財産
に計上すべきものの有無を確認して
いますか。

◇

③ 金銭の借入れによって取得した財産
がある場合、その財産が相続財産に
反映されていることを確認しました
か。

◇

④ 相続税の延納、物納をされる場合に
は、申請書等及び関係書類を相続税
の申告書とともに申告期限（納期
限）内に提出していますか。

⑤ 非課税財産（墓所、霊びょう及び祭
具並びにこれらに準ずるもの）を相
続財産に計上していませんか（ただ
し、商品、骨とう品又は投資目的で
所有するものを除く。）。

⑥ 財産債務調書を確認しましたか。 ◇
○

項 目 確 認 事 項 確 認 書 類 確認(ﾚ) 該当(ﾚ) 確認状況等

□
Yes□
 No□

税額計算等

被相続人及び相続人の
戸籍の謄本、図形式の
法定相続情報一覧図の
写し等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

特
例

小規模
宅地等

申告書第11・11の２表
の付表１ □

Yes□
 No□

遺言書又は遺産分割協
議書及び各相続人の印
鑑証明書

□
Yes□
 No□

配偶者の
税額軽減

遺言書又は遺産分割協
議書及び各相続人の印
鑑証明書

Yes□
 No□

そ の 他

□
Yes□
 No□

前回の相続の際の遺産
分割協議書等

□
Yes□
 No□

金銭消費貸借契約書等

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

□
Yes□
 No□

財産債務調書
□

被相続人氏名 関与税理士氏名

住　　所 所　在　地

電　　　 話
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